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　経営戦略とは、企業がビジネスを営む国や
地域の文化、伝統、そして時代の環境から影
響を受ける。企業ビジネスがグローバル化す
るにつれて、経営戦略も地球村の多様な文
化、伝統、そして国際経済環境の影響を受け
ざるをえない。企業はそのような中で最適の
成長戦略を導き出していくことになる。
　 したがって、当然のことでありながら、韓
国と日本の問にも経営戦略や成長戦略におい
ては少なからずの違いが見られる。韓日二ヶ
国の関係について言うときに、`近くて遠い
国'という表現をよく用いる。同じことが企
業経営において も言えるのではないだろう
か。たとえば、"似てるようだが、違う国"
だと。勿論、日本以外の諸外国と比べたとき
は、韓日二ヶ国は違うところよりは似てると
ころが多いと考えられる。
　例えば、戦後、日本の高度成長を牽引した
とよく言われる 「三種の神器」が代表的なも
のの一つである。特に、長い年月の植民地時
代の影響もあって、韓国と日本の問には企業
経営において共通点が多かったのである。ま
た、韓国戦争以降、経済成長過程で日本の経
営をベンチマーキングして多 く習ってきたの
も否定できない事実である。概して、日本よ
り10年から～20年ほど遅れて、多岐にわた
る日本式経営が韓国でも広 く普及される有様
であってと思われる。
　 しかし、日本ではバブル崩壊(1990年)
以後に、韓国ではIMF経済危機(1977年)
以後にそれぞれ欧米式、特にアメリカ流の経
営システム、すなわち成果主義やガバナンス
(支配構造)な どを導入するようになった。
近年になると、部門によっては日本では見 ら
れ難 い独創的な制度やシステムが韓国で見 ら
れる。ある意味では、Global　Standardに
収敏する部門もあれば、国や企業の文化 ・価
値、経営理念を反映した独 自のものに拡散す
る傾向も見られるようである。
　今度の発表では、両国の経営戦略などを比
較説明するにおいて、マッキンゼーが提唱し
た、「Seven　S　Model」を用いてみることに
する2。
経営理念、共有価値の変遷と人事
制度などとの整合性
　韓国企業は国内市場が狭いので、外国市場
の環境変化などにより敏感である。経営理念
なども、日本の企業よりはこれらに敏感に反
応し、時代の環境変化に合わせて適切に変え
ていく傾向が強い。例えば、三星グループの
場合は、約10年周期に経営哲学や理念など
を変えてきている3。LG,　POSCOなど、ほ
かの大手企業でも同じ傾向が見られている。
　共有価値(Shared　value)とは、両国と
もに、比較的に近年になってから制定された
ものである。特に、人事制度や各種システム
との整合性を整えることによって、組織文化
にも大きく影響を与えるものである。 した
がって、共有価値が一人歩きしないで、役職
員 らの日常活動や意思決定において主なスタ
ンダードとして働くためには、採用 ・評価、
育成などのシステムとの整合性 を堅持して行
くのが大事である。
　尚且つ、全世界を対象にグローバル ・ビジ
ネスを展開していくためには、グローバル企
業としては求心力をより強く備える必要があ
る。この際に、求心点となるものが共有価値
である。
　三星グループでは、定期的に国内外の全て
の役職員を対象にして、同じ内容のマニュア
ルを作って配布し、教育を繰 り返しており、
Lつ の心、一つの方向'を 目指していく組
織風土を固めている。組織のダイバーシティ
が増すほど、共有価値の重要性も高くなって
いる状況である。三星価値と呼ばれる五つの
共有価値、即ち`人材第一 ・最高志向 ・変化
先導 ・正道経営 ・相生追求'は 採用、考課
((リー ダ シップ評価)、教育などのシステム
やプログラムと結び付けている。
日本の専門経営人体制と韓国のオー
ナー経営人体制
　 日本では、戦後になって財閥解体と経営者
追放などとともに専門経営人体制が広く拡散
してきたが、韓国では今 日までオーナー経営
人体制が一般的である。いわば所有と経営の
分離が日本ほど進んでいないともいえる。
　 しかし、どちらの企業支配構造が、グロー
バル ・ビジネスを行 う上で、競争力の面で優
れているかは一概には言えない。企業によっ
ておかれている立場がそれぞれ異なっている
からである。なおかつ、国ごとの関連法規 も
違うと思われる。いずれにしようが、両方 と
も強みと弱みを重なって持っている。また、
専門経営者であ払 オーナー経営者であれへ
最高経営者の能力や資質、人格、リーダシッ
プなどにもよるところが大きいであろう。
　ただ、経営を巡る環境が急変する今 日のよ
うな時期には迅速な意志決定、責任経営とい
う視点から見て、オーナー経営者体制がより
有効であるともいえるのではないだろうか。
　歴史的にその背景を辿ってみると、韓国は
李王朝時代(1392～1897年)、日本は徳川幕
府時代(1603～1868年)において、おもに
儒教を政権維持または統治理念として重んじ
てきた。同じ儒教文化圏の国であったが、そ
の核心的な価値観では大きく異なっていた。
　即ち、韓国は親(祖先)に対する　孝'と
家 門'の発達を`忠 　と　`国　より重んじ
た面があるが、日本では藩主に対する`忠
と藩(国)の 成長を優先したと思われる。勿
論、李王朝時代でも国家危機の事態などが
あった場合は別の話になるが、血の繋がりを
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何より大事にして来たことは確かである。
　このような背景もあって、現在でも韓国で
は家業を継承するにおいて血縁を重視し、な
おかつ長子を優先する慣習が根強く残ってい
る。一方、日本では番頭制度(又 は丁稚制
度)で代表されるように血縁より能力や業績
を優先視する伝統が江戸時代か ら見 られ
る垂。家業の継承のような伝統あるいは慣習
は、そう簡単には変わらないもので、今後と
も日韓両国の問でおおきな相違点として指摘
されるであろう。
海外市場の開拓による持続的成長
の道を探す韓国の大企業
　韓国の企業にとっては、国内市場が狭すぎ
るので、成長し続けるためには海外への進出
はやむを得 ない経営戦略である。政府の
FTA締結5の拡大も企業の海外市場の拡大
とつながる。
　その結果、韓国の主力産業、例えば電子、
造船、自動車などの輸出が急増し、国家経済
の成長にも寄与した。輸出市場も既存の先進
国以外の新興国に向けての開拓にも注力し
た。その代表的なのが中国とインドなどいわ
ゆるBRICsと呼ばれるところである。
　貿易の規模から見ると日本は韓国を遥かに
超 えている。また、全世界 との貿易では、
1981年以来、黒字を出し続けている。韓国
との貿易においても同じ現象が続いている。
それほど、日本の企業が製品競争力を持って
いるとの証である。 しか し、バブル崩壊以
後、電子や船舶、鉄鋼などにおいて輸出競争
力が弱まる傾向を見せている。反面、これら
の部門で韓国の企業は輸出を伸ばしている。
　 とはいえても、輸出構造あるいは中身を見
ると、日本の企業は高付加価値の素材部品の
部門で依然として多額の輸出をし、貿易黒字
を出し続けている。韓国の企業は輸出金額は
急増しても付加価値の面では低い水準を抜け
出していない実態である。
独 自開発より海外からの技術受入
れ に力 を入れて きた韓 国企業 の
R&D戦略
　韓日の間の貿易実績からもわかるように、
両国の間には画然たる技術水準のギャップが
存在する。このような現実を踏まえて、韓国
の企業は日本とは少 し違う道、つまりR&D
戦略を取って来た、と思われる。いつまでも
同じレールを後ろから追って走っても、到底
追い越すのは無理だということを自覚 したか
らではないだろうか。
　韓国の企業の場合 は、限 られた経営資源
を、長い年月がかかり、また成功率も低い基
礎技術部門に投入するよりは、手っ取 り早い
(P)金儲けに役立つ と思われるデザイン部
門とか応用開発部門のR&D又 は海外から必
要技術そのものの導入に経営資源を投入する
戦略を取ったわけである。即ち、違うレール
に乗 り換えたのである。いわば、R&Dにお
ける選択と集中の戦略とも言える。
　時間も、金も、人も、最も効率的に使える
道を探した結果である。いつになったら成功
するか全くわからない基礎技術を開発する間
に、国際市場は日本の ような技術先進国に
よって全て侵食されてしまうことを懸念 した
からである。
　韓国の企業に比べて確かに技術優位にある
日本の企業は、自前の技術 をベースに独創的
な素材部品を生産 し、高い付加価値をつけて
韓国などの企業ぺ輸出している。韓国の企業
はこれらの素材部品を使って完成品を作 り、
第三国へ と低付加価値で輸出しているわけで
ある。
　 しかし、韓国にとっては、いつまでもこの
ような外国依存型の薪製品開発戦略では持続
的な成長は期待できない。これらの問題点を
克服するためには、国内労働市場を超えて、
グローバルな労働市場か らの優秀 な人材
(global　t ent)を確保する採用戦略(A&R
Strategy)を取 らなければならない。
グローバル経営を備えたグローバ
ル ・タレン ト・マネジメントに力
を注ぐ韓国企業
　韓国の大企業にとっては、これからも成長
し続けるためには、前述のように経営のグ
ローバル化は避けられない経営戦略の一つで
ある。さらに競争の厳しいグローバル市場で
生き残るためには、国際競争力の絶対的優位
に立たなければならない。そのためにも優秀
な人材の確保は何 より先決すべき課題 とな
る。
　 したがって、三星、LGな どの大手企業
は、国籍を問わず、優秀な能力を身に付けて
いる人材 らの確保に全力を傾けている。タレ
ント・マネジメントは最高経営者の最大の関
心事項であり、計画や目標に対する実績を自
らチェックするほどの関心を注いでいる。
　例えば、三星の場合、このような優秀な人
材を確保する方法 としては二つのやり方を併
用 している。外部市場からの確保(迎 入れ
型)と 内部での育成あるいは選別(生 抜 き
型)の 方法である。
　まず、外部からの確保の際にはS(super)
級、A(ace)級、　H(high-potentia1)級と
いった力量レベルによる区分をし、採用条件
などを個別に決めて雇用契約を締結する。国
籍や人種、宗教などはいっさい問わず、グ
ループ内部労働市場では見つけることができ
ず、なおかつ中長期の経営戦略を確実に実現
するためにはなくてはならない力量(Com-
petency)を持った人材を通年随時採用して
いる。
　このために、アメリカなど人材の供給源と
なる国や地域にIRO(国際採用担当役員)
を常駐させている。また、採用の後における
早期の退職や転職を抑制するためにきめ細か
いリテンション戦略も多角的に工夫 し、金銭
と非金銭の両面から方策を備えてある。
　一方、グループ内部の労働市場か ら核心人
材6を選抜する際には、人事評価などをベー
スにした高業績者(High-performer)の中
から選定し、管理している。また、長期的な
人事戦略の観点か らCDPを運営する場合 も
あ る。例 えば、地域専 門家制 度7、三星
MBA制度8、三星外国語生活館9および語学
等級制度、役員候補者養成課程1°などが用意
されている。
　日本でも、似たようなCDPや教育プログ
ラムを運営 している大企業も多 く見られる
が、職員たちの熱意や思い込みが違うような
気がするn。国のレベルで見ても、語学研修
も大学や大学院への留学生も以前と比べると
減少 し続けている。また、若い会社員達も一
昔前と比べて、海外への長期派遣(駐 在員)
などをあんまり喜ばないようでもある。
安定的な労使関係を見せている日
本と依然として対立的で不安定な
労使関係の韓国
　韓国と日本の企業経営において 最 も似て
るようだが、違うもの の一つが労使関係で
あろう。企業別労組が主流をなしていること
や労組の設立要件などの関係法令上の内容は
ほとんど似ているが、労使紛糾などの現場に
おける実態は両極端を走っているといっても
過言ではない。例えば、組合の組織率をみる
と、日本(18.5%)が韓国(10.5%)の二倍
に近い水準であるが、労働争議の件数や労働
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損失日数などは韓国のほうが遥かに高い水準
で動いている。
　歴史的な経緯を概略して見ると、日本では
前後まもなく複数労組体制を導入して、それ
か ら約20年近 くは労使 間で不協和音も少な
くなかったが、近年には非常に安定 した労使
関係を維持している。反面、韓国の場合は、
自動車を中心とした大企業においての労使関
係はいまでも不安定な状況を見せている。
　韓国では2011年7月1日か ら複数労組体
制へ移行した。新たな労使関係の分岐点とな
るであろう。複数労組体制に履行してから数
年問は、厳 しい労使環境となり、経営の実績
もかなりの影響を受けざるを得ないとの見込
みが支配的である。韓国経済にも大 きな
Impactをあたえるに違いない。
　企業の持続的成長のためには労使関係の安
定、即ち協調的な労使関係は不可欠である、
と考えられる。特に、グローバル化が進めば
進むほど企業成長における労使関係の重要性
は高まるであろう。アメリカのFortune誌が
毎年発表している 「世界で最も尊敬されてい
る企業」の中で、Top10を見てもil、過去に
おいて数十年間労使紛争が起こっていない。
　Top10の中には労組のある会社 と労組の
ない会社が半々程度である。韓国では最大の
大企業集団と言われる三星グループが 「労働
組合のない経営」を目指 している。複数労組
体制への移行は、ここ10年近く、急成長 を
成し遂げている三星電子にとっては、新たな
経営危機を迎えることになると思われる。労
使関係の安定化のために、組合のある企業よ
りもっと多 くの時問とあらゆる努力を尽 くし
てきたので、それほどの心配はしなくても良
いとの見方もあるが、三星グループに必ず組
合を作って見せると言い張る民主労連や理念
的労働運動家たちの攻撃に耐えられるかとの
懸念の声も聞かれる。
結びに代えて
　日本 と韓国との両国の企業経営システムに
ついてみると、 見掛けではよく似てるが、
中身は違う'との思いがする。90年代に入っ
てからグmバ ル化の進展に伴い、両国の間
には、いろんな面での変化のスピー ドにおい
て差が出てきたと思われる。勿論 支配構造
のようになかなか変わらない ものがある一
方、年俸制などの人事システムのように短期
間で変わってしまうものもある。
　これからも、両国の問には、お互いに同じ
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方向への収敏するものもあれば、違う方向に
向かって拡散するものも現れるであろう。ま
た、収敏といっても、収敏するまでのかかる
時間の差は生 じる。
　一方、拡散と言うものは、違う条件や環境
の下で、それぞれ 全体最適 の解に導く強
みであるとも考えられる。従って、これらに
ついてはお互いに情報を交換しながら、強み
と強みを融合すると、両国にとって共に得に
なるかも知らない。
　最後に、一言付け加えると、個人的には日
本と韓国の問には今でも大きな格差が厳存す
ると考えている。要するに、日本から学ぶべ
きことはこれからも多いと思う。反面、一部
の所では韓国のグローバル経営の経験や考え
方などが日本の経営に役立つこともあり得る
と思っている。
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　 期の三井家の丁稚の場合、暖簾分けまで到
　 達できるのは三百人に一人であった。
5)チリなど3ヶ国及び2ヶ経済ブロックと
　締結済み、カナダ、EU、インド、メキシ
　 コとは交渉中、豪州など6ヶ国とは共同研
　 究中。
6)三星ではグローバル ・タレントを核心人
　材 と呼んでいる。見込みのある者に対して
　 は高校や大学生の時からいろんな面から面
　倒を見てあげたり、長期的な視点から管理
　 している。しかし、卒業の後、三星に入ら
　 なくても何のオブリゲーションも無い。
7)地域専門家制度は1990年に始まった以
　来約4000人が派遣された。派遣期間は1
　年で、派遣中には会社の業務とはかかわり
　 を持たず、現地の言語、文化などのソフ ト
　 なことと社会インフラなどに関心を持って
　 自ら学習活動に励み、帰国した後のビジネ
　スに役立つようにする。
8)MBA制 度はSocio-MBAとTechno-
　MBAの 二つのコースがある。制度の導入
　以来、約400人が排出された。留学先はア
　メリカ国内上位20位、世界で上位30位以
　内に入るMBA課 程である。国内におい
　て も、特定の大学(KAIST,　SKKUな
　 ど)とカリキューラムを共同開発 し、プロ
　グラムを運営している。
9)グローバル化において欠かせないのが語
　学である。したがって、三星グループでは
　二つの語学センターを設けてある。500人
　を合宿できる規模の施設で、年中休まずプ
　ログラムを運営している。英語、日本語、
　中国語などの語学講師は現地人で、一定の
　学位や資格を有 してある。地域専門家と
　MBAに選ばれた者は10週間の合宿教育を
　受ける。
10)これは部長クラスの中から役員になれる
　候補者達を選び出して、延べ380時間程度
　のOFF-Line,　ON-Line教育をうけるプ
　ログラムである。年に2回に渡って、1回
　当たり約100人前後の規模である。
11)ここ数年間、インタービューに来訪した
　方々から感じた思いである。日本ではもう
　一昔前に受け入れてやったことがあるが、
　現在はなくなった制度やシステムが、三星
　では依然としてむしろ活性化されているよ
　うだとの話も聞いた覚えがある。
